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はじめに
１９３０年代に始まる農村振興運動の展開において、さらにはその中でも朝鮮
民衆の心意世界対策である「心田開発」政策１）の立案・決定過程の中で、神
社制度改編（当時の用語は「神社制度の確立」や「神社制度の改正」）が実施
されることになった。この神社制度改編の主要目的は２つあり、国幣社列格
に備えること、および官国幣社以外の神社や神祠を階層制度の中に組み込み
増設に備えることである。本稿は１つめの主要目的である国幣社列格に備え
ることを対象にして、その政策意図を解明することを課題とする２）。
そもそも「心田開発」政策の中で神社制度が改編される必然性が何であっ
たのかということは、神社政策の研究史では大きな課題である。これに対し
て筆者は別稿３）にて取り組み、神社制度改編の要因や目的の解明を試みたの
で、先にそこで得た成果を簡単に説明しておく。
農村振興運動の中で〈官製〉村落祭祀を創る気運が醸成されていたことを
背景に、崔南善による村落祭祀と神社との類似関係を説く見解が１９３５年に宇
垣一成総督の「宗教復興」方針に採り入れられた。そして、「心田開発運動」
の中で「固有信仰」という範疇に属して、村落祭祀と神社との関係が「調査」
されたが、その「調査の結果」が出るまでは保留扱いとされた。
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また、「心田開発」政策は「宗教復興」構想中心で議論が進められていた最
中、「内地」での第１次国体明徴声明（８月）に対応して「神社制度の確立」
問題が急浮上してきた。その結果、１９３６年１月末に発表された「心田開発運
動」の目標は、「敬神崇祖の思想」と「信仰心」という二重構造から成るもの
となった。
このことを踏まえて、筆者なりに統治政策の中で「心田開発」政策を位置
づけた内容は次のとおりである。すなわち、農村振興運動の展開の過程で、
国民統合のために朝鮮民衆の心意世界の編成替えを構想した総督府が、「敬神
崇祖」にもとづき神社への大衆動員を図る一方で、公認宗教（教派神道を除
く）や利用可能な諸「信仰」・教化団体の協力を引き出し、支配に障害となる
「類似宗教」や「迷信」等は排除しようとした政策だといえる。周知のように
神社参拝は「皇民化」政策期に強要度が増していくのであるが、その原型は
「心田開発」政策において作られていたことをここに指摘しておく。
それから、「心田開発」政策のイデオロギーである「敬神崇祖」の論理は、
朝鮮の「その固有の祖先崇拝観念を基礎として敬神観念を培養４）」するとい
う「敬神崇祖」観が基調になっていた。これは、総督府当局の官僚たち（東
京帝大法科大学／法学部出身）が大学で受けた教育の影響として、彼らに共通
する「敬神崇祖」観である可能性が高い。それに加えて、「祖先が神格化され
て神」となって「日本建国の神を最高の神として崇敬すること」へと「統一」
されるという点は５）、農本主義者で「天皇帰一」を主張する山崎延吉の「敬
神崇祖」観から採用した可能性も指摘できる。
では次に神社制度改編において整備された関係法令を概観しよう。１９３６年
７月３１日付で公布された５勅令（第２５０～２５４号）は、順に「官国幣社６）職制
中改正ノ件」、「官国幣社及神宮神部署神職任用令中改正ノ件」、「朝鮮神宮職
員令中改正ノ件」、「朝鮮ニ於ケル官国幣社以外ノ神社ノ神饌幣帛料供進ニ関
スル件」、「官国幣社以下神社幣帛供進使服制中改正ノ件」である。これら５
勅令からは神社制度改編の主要目的が２つあり、また５勅令は２つの主要目
的を「内地」と朝鮮との法域の境界７）を越えて調整するための法令だという
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ことがわかる。主要目的の１つめは国幣社列格（概ね各道１社ずつで、特例
を除いて道庁所在地にある主要神社を国幣社に列格すること８））で、それに
備えた諸規定が前三者の勅令の改正内容である。２つめは官国幣社以外の神
社や神祠（神社の下位）を階層制度の中に組み込み増設に備えることで、そ
のための諸規定は後二者の勅令が関係している。これら主要目的については
後で説明することにして、先に他の法令を紹介しておこう。
翌日の８月１日付で、「国幣社祭式９）」をはじめとする７つの総督府令（第
６７～７３号）と２つの総督府訓令（第１５・１６号）、そして総督府告示第４３４号が
出された。これらは国幣社に関するもので、各道の道庁所在地にある主要神
社（これらは官国幣社以外の神社であった）を国幣社に列格した後に必要と
なる国幣社に関する諸規定となる。また、告示は京城神社と龍頭山神社の国
幣小社への列格を内容とする。
それから８月１１日付で、「神社ノ祭式恒例式及斎戒ニ関スル件」をはじめ６
つの総督府令（第７５～７９・８１号）と２つの総督府訓令（第１７・１８号）、そして
総督府告示第４４０号が出された。これらは官国幣社以外の神社および神祠に関
する改正法規や、それらの神社を階層制度の中に組み込むことに付随する諸
規定である。
ではここで神社制度改編の主要目的２つについて、つまり国幣社列格に備
えることと、官国幣社以外の神社や神祠を階層制度の中に組み込み増設に備
えることについてもう少し説明を加えよう。この主要目的については、法令
発布の際に公表された今井田清徳による「政務総監談１０）」で裏付けられるの
で、次にその箇所に傍線を引いて示してみる。
本日公布せられましたる勅令は都合五件でありまして是に依つて国幣社
に関する職制其の他の確立を見又朝鮮に於ける官国幣社以外の神社に対
しても内地同様道府邑面より夫々神饌幣帛料供進制度の確立を見たので
ありまして 多年の要望でありまするところの朝鮮に於ける神社制度確
立の問題も 概ね所期の目的を達成するに至りましたことは 斯道振興
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上真に慶賀に堪へない次第であります
ここで今井田は神社制度改編について、「多年の要望でありまするところの
朝鮮に於ける神社制度確立の問題」と表現している。神職や氏子等における
「多年の要望」があったことを示唆するものであるが、総督府当局がそれを受
け入れるに際して、「心田開発運動」の目標である「敬神崇祖」をいかに神社
行政に反映させたのかを解いていく必要がある。実際のところ、総督府の政
策意図を検証するうえで資料面での大きな制約がある。そのため、「敬神崇祖」
というイデオロギーを手がかりに、国幣小社列格という政策が決定される過
程を分析することは、方法論としてむしろ生産的であろうと判断する。
２つの主要目的それぞれを解いていくやり方として、１つめの主要目的に
関しては本稿等で考察する。つまり、本稿ではまず朝鮮総督の権限に関連し
て朝鮮神宮の特異性と総督府の独自性を述べた後で、国幣小社に奉斎された
「国魂大神」の性質を分析する。それを踏まえて「国魂大神」が「天照大神」
と合祀されたことの意味を問う作業は、本稿のいわば続編として同時期に発
表する別稿１１）にておこなう。２つめの主要目的に関しては、さらなる続編と
して今後に考察していく予定である。
１．朝鮮神宮の特異性と朝鮮総督府の独自性
（１）「同祖」と「領土開拓」
朝鮮神宮（１９１９年創立、１９２５年鎮座）に関しては祭神論争を中心に議論が
展開している１２）。周知のように朝鮮神宮には祭神として「天照大神」と「明
治天皇」が合祀された。後述する国幣小社列格においても、祭神は「天照大
神」と「国魂大神」との合祀であった。そこで、ここでは「天照大神」との
合祀という点に着目しながら朝鮮神宮についての考察を進めたいと思う。
朝鮮神宮の祭神であった「天照大神」と「明治天皇」に関しては、現在に
おいて菅浩二の見解が最も有力と思われるので次に紹介しよう。天照大神は
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朝鮮神宮以前から朝鮮の神社祭神の主流であり、移民たちのナショナル・ア
イデンティティに直結する崇敬対象であった。併合後、特に３・１運動の際
に「公定ナショナリズム」としての同祖論的解釈が示され、同祖である両民
族共通の「国祖」となった。
明治天皇は、明治期に日本列島外に獲得した諸領土をも包括する「帝国」
建設の具現者であり、「帝国」の祖である。天照大神・明治天皇を奉斎する朝
鮮神宮は、「上古に於ける「民族」の祖＝皇祖神と、近代的「帝国」の祖＝明
治天皇を併せ祀る」ので、「朝鮮の地に於いていわば伊勢神宮と明治神宮を兼
ねることにより、日韓〈再統合〉を表現」した「神宮」だった１３）。
これに対して、筆者は従来の植民地総鎮守（札幌神社、台湾神社、樺太神
社）に共通する「領土開拓１４）」という性質を重視すれば、朝鮮神宮や後述す
る国幣小社の祭神のキーワードは、「同祖」と「領土開拓」とを組み合わせる
論理で解くべきであると考えている１５）。
１９１８年、朝鮮神社（鎮座直前の１９２５年６月に朝鮮神宮に改称。内閣告示第
６号による）の造営工事が始まってすぐに、朝鮮神社の祭神を「天照皇大神」
と「明治天皇」と考えていた朝鮮総督府は、「素戔嗚尊ヲ奉祀スルヲ適当トス
ルノ意見」もあるため内務省に照会し、内相の諮問機関である神社調査委員
会において祭神についての審議がなされた（７月に）１６）。その結果、神社調査
委員会では「既ニ決定セル如ク天照大神明治天皇二座ヲ奉祀スルヲ以テ適当
トスヘシ」と、総督府の意見を支持する決定を出している１７）。
そこには、「天照大神」に関しては「皇統ノ始祖ニマシマス天祖ノ威霊」と
記され、「明治天皇」に関しては「鴻徳偉業前古未タ曽テ聞カサリシ明治大帝
ノ神威」という表現が用いられている。とくに「明治天皇」については、二
神で以て「他ニ其ノ神ヲ求ムルヲ要セス」としたことの理由になるのだが、
「素戔嗚尊」が追随できないことを示した表現でもあることがわかる。
これを受けて、総督府は朝鮮神社創立に関わる上奏稟請書１８）を内閣に提出
している。そこでの祭神に関する表現は次のとおりである。つまり、「天照大
神」に関しては「皇統ノ始祖ニマシマス天照皇大神」、「明治天皇」に関して
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は「鴻徳偉業前古未曽ニシテ朝鮮ノ民衆ニ対シ亦無比ノ仁恵ヲ施カセ給ヘル
明治天皇」である。ここから、総督府では神社調査委員会の決議に倣った表
現を用いていることがわかる。ただし、「明治天皇」については加筆されてい
て、その「朝鮮ノ民衆ニ亦無比ノ仁恵ヲ施カセ給ヘル」という部分の表現に
注目される。すなわち統治を意味する内容であるため、「開拓神」としてのイ
メージが付加されていることを指摘することができる。
以上をまとめると、朝鮮神社創立時に総督府が祭神に対して描いていたイ
メージからは、「天照大神」に関しては「同祖」、「明治天皇」に関しては「領
土開拓」という性質を抽出できることが確認できた。なお、本国政府も同様
のイメージを受け継ぐことになる。朝鮮神社創立の審査報告書１９）でも、総督
府の表現をそのまま用いて、二神に関してそれぞれ「皇統ノ始祖ニマシマス
天照大神」（「天照大神」に修正されている）、「鴻徳偉業前古未曽ニシテ朝鮮
ノ民衆ニ対シ亦無比ノ仁恵ヲ施カセ給ヘル明治天皇」と記されている。
ただし、上記のような「同祖」と「領土開拓」との組み合わせは、朝鮮神
宮においては祭神決定までの過程にだけ当てはまる過渡的な論理だと筆者は
考えている。その後これらを組み合わせる論理は、１９３６年以降に列格が始ま
る国幣小社の祭神において、「心田開発」政策のイデオロギーである「敬神崇
祖」に包摂されて政策的に用いられたという仮説を立てている。
その立場からすると、従来説が説くように朝鮮神宮創建で皇祖神崇拝を核
にした「国家神道」の論理が確立したということは少し修正を要すると考え
る。「国家神道」の論理を論じる観点から前述の仮説を言い換えてみると、朝
鮮神宮創建時はまだその論理の形成段階であったということができ、確立と
いえるのは国幣小社列格に象徴される「敬神崇祖」の実施において、という
ことになる。よって、本稿および本稿の続編はこの仮説を検証する作業にも
なる。
（２）朝鮮神宮の特異性
１９３６年の神社制度改編における関係法令の整備では、「はじめに」で概観し
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たように、７月３１日付で公布された５勅令（第２５０～２５４号）のうち、主要目
的の１つめである国幣社列格に関係する諸規定は前三者であった。すなわち
「官国幣社職制中改正ノ件」（勅令第２５０号）、「官国幣社及神宮神部署神職任用
令中改正ノ件」（勅令第２５１号）、「朝鮮神宮職員令中改正ノ件」（勅令第２５２号）
であり、これらは「内地」と朝鮮との法域の境界を越えて調整するための法
令となる。しかも、これら３勅令は官国幣社の職制と神職任用に関するもの
で、その改正法規が公布されたことになる。
そもそも「内地」で最初に制定された官国幣社の職員規則は、「官社以下定
額及神官職員規則」（太政官布告第２３５号、１８７１年）である。また、この法令
中の「官社以下定額」により神社は大きく官社と諸社に分けられ、これによ
り官社９７社（官幣大社から国幣小社まで）が列格された（その後も追加、別
格官幣社も加わる）。
官国幣社の職制と神職任用（これらは天皇の大権事項に関わる）において、
その法整備が到達したものは勅令「官国幣社職制」と同「官国幣社及神宮神
部署神職任用令」であり、これらは植民地にも施行されている。ただし、管
見の限り朝鮮神宮と関東神宮（１９３８年創立、１９４４年鎮座、朝鮮神宮同様に官
幣大社で祭神も「天照大神」と「明治天皇」）の場合はこれら両法令を改正す
るのではなく、両法令を個々に適用した「朝鮮神宮職員令」（勅令第２７６号、
１９２５年）および「関東神宮職員令」（勅令第５３９号、１９４４年）が制定された２０）。
朝鮮神宮の特異性を考察するうえで、これまで例のない職員令が朝鮮神宮
に初めて制定された経緯を分析することは不可欠であると考える。
まず、１９２５年の朝鮮神宮鎮座に向けて、総督府と内務省では法令の調整を
どのようにしようとしたのかを検証してみよう。
資料の制約がある中で、塚本清治法制局長官宛に湯浅倉平内務次官が出し
た上申書「官国幣社職制、官国幣社及神宮神部署神職任用令中改正ノ件２１）」
（内務省閣社第１号、１９２５年３月２４日付）が手がかりを与えてくれそうである。
次に引用しよう。
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今回神職ノ任用及監督ニ関シ、朝鮮総督ノ権限ヲ定ムル為、標記勅令中
改正案提出ノ趣、内閣拓殖局長ヨリ通知有之候処、官国幣社職制ノ改正
ニ就テハ異議無之モ、官国幣社及神宮神部署神職任用令第十三条中ニ「朝
鮮総督」ヲ加フルコトハ同意難致、而シテ之カ理由ハ右勅令案御審査ノ
際、当局ヨリ主任官ヲ多々遣シ詳細陳述致サスヘク候条、篤ト御審議相
煩度、不取敢意見申進候。（句読点は引用者による）
この文書は、１９２５年３月に総督府が「官国幣社職制」と「官国幣社及神宮
神部署神職任用令」の２勅令に関して改正案を内閣に提出した事実を知らせ
てくれる。その内容は、朝鮮神社（この時点ではまだ朝鮮神社）神職の「任
用及監督」に関するもので、「朝鮮総督ノ権限ヲ定ムル為」の改正となってい
る。「監督」の権限が関係する「官国幣社職制」においては、第１１条２２）の「内
務大臣ノ職権」と「地方長官ノ職権」を朝鮮総督がおこなうことが主旨とな
るが、これは台湾との間に齟齬をきたさないため内務省では「異議無之」で
あったと考えられる。
一方、「任用」の権限が関係する「官国幣社及神宮神部署神職任用令」の場
合は、第１３条２３）が問題となっていることがわかる。内務省では第１３条に「朝
鮮総督」を加えることに「同意難致」であった。これは、おそらく靖国神社
と並列に朝鮮神社の神職と「朝鮮総督」に関する文言を加え、朝鮮神宮でも
「朝鮮総督」が宮司を事実上「銓衡」できる改正案であったことに違いないだ
ろう。ただし、内務省が「同意難致」として反対する理由は示されていない。
だが、前述の「官国幣社職制」の場合を考え合わせると、台湾総督にない権
限を「朝鮮総督」に認めることになるために反対したものと推測される。
ところで、それから２カ月ほど後に、また朝鮮総督府から内閣に「官国幣
社職制」の改正案が提出されている。この経過からだけでは、前回の２勅令
の改正案に対する法制局での審査状況を知ることはできないが、結果として
改正法令制定に至っていないことは事実である。塚本清治法制局長官宛の湯
浅倉平内務次官による上申書「官国幣社職制中改正ノ件２４）」（内務省閣社第１
桃山学院大学人間科学 No. 35
－１１４－
号の内、１９２５年５月１３日付）には、「首題ノ件ニ関シ勅令改正案閣議ニ稟請相
成候趣、本月五日附ヲ以テ内閣拓殖局長ヨリ通知有之候処」（読点は引用者に
よる）とある。この改正案の主内容は、「朝鮮神宮ノ宮司ヲ勅任待遇トナスコ
ト」であり、これに対して内務省は、「台湾神社、靖国神社其ノ他内地ノ各神
社トノ権衡上慎重ニ考慮ノ必要有之様相認候」と慎重に構えてはいたが否定
はしていない。
これに関連してであるが、初代宮司に推された高松四郎は、朝鮮神社宮司
を勅任官待遇とすることを就任の条件２５）にしていた。勅任官待遇となればそ
の選任は朝鮮総督の及ばぬところとなってしまう。意図が何かは不明である
が、「官国幣社職制中改正ノ件」という標題からわかるように、総督府では高
松の条件提示を受けて「官国幣社職制」改正案を作成したことは確かだ。だ
が結果的に、「官国幣社職制」および「官国幣社及神宮神部署神職任用令」の
２勅令とも改正されず、別途に朝鮮神宮にだけ適用する異例の職員令を制定
することになった。
このような経緯で、「朝鮮神宮」への改称を経た後に１９２５年９月１０日付で
「朝鮮神宮職員令」（勅令第２７６号）が公布されている。その間、「朝鮮総督ノ
権限」を要求する朝鮮総督府とそれに異議を唱える内務省との間に葛藤があ
ったことは重要であろう。また、法令上の条件として朝鮮神宮宮司が奏任官
待遇から勅任官待遇になったことや、朝鮮神宮の他に朝鮮に官国幣社が存在
しなかったことで「朝鮮総督ノ権限」の要求が無用となり、職員令制定とい
う法的措置を可能にしたといえる２６）。
以上から、内務省は「朝鮮総督ノ権限」を認めることには否定的であった
が、朝鮮神社（朝鮮神宮）の地位を高めることにはある程度肯定的であった
ものと考えられる（なお「朝鮮総督ノ権限」は、１９３６年の神社制度改編で国
幣小社においてある程度実現する）。それは、「天照大神」を奉斎する初めて
の植民地総鎮守であったためだろう。それゆえ、１９２５年に大きな変化が生じ
てしまったといえる。それは、宮司の勅任官待遇や朝鮮神宮への改称ととも
に、「朝鮮神宮職員令」が制定されたことである。ここにおいて、朝鮮神宮は
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朝鮮において伊勢神宮を象徴する存在に、法令上においても台湾神社や樺太
神社という従来の植民地総鎮守からは突出した存在になったと理解できるだ
ろう。
朝鮮において伊勢神宮を象徴する存在ということをもう少し裏付けてみよ
う。１９３５年に「心田開発」が提唱されて間もなく、総督府当局が主催した「神
道懇談会」（２月）で朝鮮神宮側の要請を受けてのことと推測されるが、総督
府当局は朝鮮神宮への権宮司設置と主典増員を企画した。その手続きとして
は「朝鮮神宮職員令」改正となるので、総督府ではその改正案を作成して本
国政府に送付している。この改正案は法制局による修正を経て閣議決定（１９３５
年９月３０日付）された。その閣議決定関係の文書に添付された「朝鮮神宮職
員令改正ニ関スル説明資料（補充）２７）」のひとつに「１ 朝鮮神宮ノ特殊的性
質」がある。
そこには朝鮮神宮の創建に対して１９３５年当時の総督府当局が抱いていた認
識が記されている。すなわち、創建について「半島民ハ内地ニ於ケル伊勢神
宮ニモ匹敵スベキ神宮ヲ奉建セラレンコトヲ冀ヒツツアリシガ」とある。創
建当時もこの認識であったと見ることはできないが、少なくとも１９３５年当時
においては「伊勢神宮ニモ匹敵スベキ神宮」との認識であったことは確かで
ある。
（３）朝鮮総督府のもつ独自性
今まで考察してきたように、朝鮮神宮がその鎮座により伊勢神宮を象徴す
る存在になったとするなら、祭神のもつ意味は「同祖」と「領土開拓」との
組み合わせとは無関係になってくる。むしろこれらを組み合わせる論理は、
１９３６年から列格が始まる国幣小社に継承されると考えるため、次からはこれ
を可能な限り検証していく。
前述したように朝鮮神宮の鎮座前において、「官国幣社職制」および「官国
幣社及神宮神部署神職任用令」の２勅令はともに改正されず、別途に「朝鮮
神宮職員令」が制定された。その後、１９３６年の神社制度改編に際して国幣小
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社の列格が決まったため、ここにおいて「官国幣社職制」と「官国幣社及神
宮神部署神職任用令」を朝鮮に適用する必要が生じたのである。これに伴い、
朝鮮神宮創建時には改正されなかった「官国幣社職制」第１１条と「官国幣社
及神宮神部署神職任用令」第１３条が改正されている。次はこれら２つの改正
について要点をまとめよう２８）。
なお、「朝鮮神宮職員令」第１０条も改正されたが、これは「官国幣社及神宮
神部署神職任用令」が適用されたことに伴う付随的な調整といえる２９）。
まず、「官国幣社職制」第１１条の改正３０）により、奏任官待遇神職の奏請は台
湾総督同様に朝鮮総督の権限とされた。奏任官待遇の神職とは、具体的には
国幣小社の宮司（こちらが主目的）と朝鮮神宮の権宮司となる。
また、「地方長官ノ職権」に関して、この改正により朝鮮総督の権限とする
旨を明記した文言は「朝鮮ニ於テハ第二条ノ場合ヲ除クノ外朝鮮総督」にな
る。この「第二条ノ場合ヲ除クノ外」にはどういう意味があるのだろうか。
第２条は「宮司ハ内務大臣及地方長官ノ指揮監督ヲ承ケ国家ノ宗祀ニ奉仕シ
祭儀ヲ司トリ庶務ヲ管理ス」である。それゆえ「第二条ノ場合ヲ除クノ外」
とは、宮司を「指揮監督」する権限が、朝鮮総督のみならず、朝鮮の「地方
長官ノ職権」すなわち道知事の職権としても認められたと解される。国幣小
社列格に対応した措置である３１）。
次は、「官国幣社及神宮神部署神職任用令」第１３条の改正３２）に関してまとめ
る。前述したように奏任官待遇神職の奏請が朝鮮総督の権限となる。第１３条
に追加された文言を見る限り、奏任官待遇神職の任用は銓衡任用（この場合、
朝鮮総督の選任する神職高等試験委員がおこなう銓衡）を想定したものと理
解される。これも国幣小社列格への対処として、朝鮮総督府で宮司をある程
度独自に選べることを意味し、かつ台湾・樺太にはない権限となる。
補足のために翌年の１９３７年に選任された神職高等試験委員を列挙してみる
（神社行政の主管部署は内務局地方課）。委員長は政務総監の大野緑一郎、他
の委員４名はみな事務官で、大竹十郎（内務局長）、西岡芳次郎（内務局地方
課長）、山澤和三郎（総督官房審議室）、碓井忠平（総督官房人事課長）とな
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る。ちなみに、社司社掌試験委員の場合（官国幣社以外の神社の神職に該当）、
委員長は大竹十郎、他の委員６名の内５名が事務官であるが（前記の３名を
含む）、他に朝鮮神宮宮司の阿知和安彦も加わっていた３３）。ここからも、国幣
小社の宮司は総督府当局で独自に人選しようとする意図がうかがえる。
以上から、朝鮮総督府全体の権限の側面から見て、３勅令（「官国幣社職制」
「官国幣社及神宮神部署神職任用令」「朝鮮神宮職員令」）の改正における最大
の特徴を次のように指摘したい。すなわち、１９３６年から列格が始まる国幣小
社の宮司（奏任官待遇神職）を総督府当局が独自に選べること、また国幣小
社の宮司を「指揮監督」する権限が道知事の職権としても認められたことで
ある。
このことは、１９２５年の朝鮮神宮鎮座前には特別に「朝鮮総督ノ権限」を認
めることに否定的だった内務省当局が、１９３６年の神社制度改編に際して、こ
とに国幣社列格に関連しては、総督府の権限や独自性をある程度認める方針
に変わったことを意味している。この方針の変化は、国幣小社の祭神の決定
過程を考察する際に重要な要素として念頭に置く必要があるだろう３４）。
２．国幣小社の「国魂大神」
（１）国幣小社祭神の特異性
１９３５年８月の第１次国体明徴声明以降に総督府当局は「神社制度の確立」
に向けて準備作業を開始したと考えられる３５）。この準備作業の内容・経過は
不明であるが、骨子の立案は神社行政担当部署である内務局地方課が担当し、
次の段階での具体的な法令の作成や改正作業は法務局が担当したものと推定
できる。
このような当局における作業の流れは、神社制度改編の主要目的の１つで
ある神社・神祠増設のための法整備に連なるものであることは容易に理解で
きる。では、もう１つの主要目的である国幣社列格の方はどのように理解し
たらいいのだろうか。これには京城神社の昇格運動が絡んでいると考えられ
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表 国幣小社の祭神（主神）
列格年月日 列格前の祭神 列格後の主神
京城神社 １９３６／０８／０１
天照皇大神 国魂神 大己貴神
少彦名神
天照大神 国魂大神
大己貴命 少彦名命
龍頭山神社 １９３６／０８／０１
天照皇大神 大物主尊 表筒男尊
中筒男尊 底筒男尊 素盞嗚尊
応神天皇 神功皇后
天照大神 国魂大神
大物主命 表筒男命
中筒男命 底筒男命
大邱神社 １９３７／０５／１５ 天照大神 天照大神 国魂大神
平壌神社 １９３７／０５／１５ 天照大神 天照大神 国魂大神
光州神社 １９４１／１０／０１ 天照大神 天照大神 国魂大神
江原神社 １９４１／１０／０１
天照大神 明治天皇 国魂大神
素戔嗚尊
天照大神 明治天皇
国魂大神 素戔嗚尊
全州神社 １９４４／０５／０２ 天照大神 明治天皇 国魂大神
天照大神 明治天皇
国魂大神
咸興神社 １９４４／０５／０２ 天照大神 天照大神 国魂大神
るので、この節ではまず国幣小社の祭神の特異性を説明したうえで、先行研
究の祭神論を紹介しながら、筆者なりの見解を論拠を示しつつ提示する方が
より生産的だと思われる。
国幣社列格に「国魂大神３６）」奉斎を条件とする規定は明文化されていない
が、神社制度改編以降に国幣小社に昇格する神社の祭神には、「天照大神」と
「国魂大神」が主神として合祀され一座に祀られている（他の祭神が合祀され
た例もある）。それを整理したものが表「国幣小社の祭神（主神）３７）」である。
この表により国幣社列格には「国魂大神」奉斎を条件としたことが確認で
きる。次からはこの「国魂大神」奉斎について考察を始めよう。
神社制度改編の法整備と同時に、内務局長から各道知事宛に法令の施行に
関する通牒が発せられた３８）。その「一 神社ノ祭神ニ付テ」の項目では、「国
魂大神」に関して次のように説明されている。
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祭神ニ付テハ往々朝鮮ニ於ケル古来ノ神格ヲ奉斎センコトヲ希望スル向
アリシヲ以テ、適当ナル神格ニ付研究中ノ処、今回国幣小社京城神社及
マ マ
龍頭山神社ノ祭神トシテ、国魂大神ヲ国幣ニ預ラシメラレタルハ、此等
ノ実情ニ鑑ミ朝鮮ニ於ケル国土固成ノ根本神格トシテ奉斎セルガ為ニ外
ナラザルヲ以テ、自今朝鮮人ノ信仰ノ対象トシテ朝鮮ニ於ケル神格ヲ奉
斎スル希望アル場合ハ 国魂大神ヲ祭神トスルコトニ取扱フコト。但シ
此ノ場合ニ於テモ 天照大神ト二柱ヲ主神ト為スコト。
（句読点は引用者による）
これを平易な文章に直すと、次のように解説できる。往々にして「希望ス
ル向」があったため、「朝鮮ニ於ケル古来ノ神格」として「適当ナル神格」に
関して「研究中」であるが、これを今回の列格で国幣社に「国魂大神」とし
て奉斎した。そのことは、「朝鮮ニ於ケル国土固成ノ根本神格」として奉斎す
るために外ならない。今後「朝鮮人ノ信仰ノ対象」として「朝鮮ニ於ケル神
格」を奉斎する場合は「国魂大神」としなければならない。ただし「天照大
神」との合祀で二柱を「主神」とすること、という内容である。
要点は２つあって、今後「朝鮮ニ於ケル神格」を奉斎する場合は「国魂大
神」に統制すること、および「国魂大神」は「天照大神」と合祀してこれら
二柱を「主神」として奉斎することの指示となろう。では「国魂大神」につ
いて考察を進めよう。
（２）先行研究に見る「国魂大神」論
菅浩二は国幣社列格問題を論じる中で、京城神社の沿革やその祭神の１つ
である「国魂大神」についても考察している３９）。先に菅の記述を参考にして
京城神社の昇格運動の要点を説明しておく。
１９２５年の朝鮮神宮鎮座に際して、民間の神道関係者から朝鮮の始祖として
檀君を奉斎する論が出され、それは「国魂神」（この場合は「始祖及建国有功
者」、つまり檀君および「建国有功者」と解釈された）奉斎論となったが、総
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督府当局に退けられていた（朝鮮神宮祭神論争）。だが、日本人居留民の崇敬
の対象となっていた京城神社（祭神は「天照皇大神」）で府社への昇格運動が
起こり、１９２８年に社殿新築・境内拡張の造営工事が始まり、翌年には祭神の
増祀がなされ「国魂神、大己貴神、少彦名神」が祀られている４０）。これらは
「開拓三神」（大国魂命、大己貴命、少彦名命）で、「総鎮守」としての札幌神
社、台湾神社、樺太神社それぞれの祭神である。とはいえこの京城神社での
増祀は朝鮮における「国魂神」奉斎の嚆矢となる。
ところで、菅は「国魂神」奉斎論者がこれを「朝鮮国魂神」として認識し
ていたことを踏まえて、京城神社に増祀された「国魂神」＝「朝鮮国魂神」
が国幣社列格で「国魂大神」となったことについての見解を次のようにまと
めている。
「朝鮮国魂神」については既に述べたが、「国魂大神」という前例のない
新しい神名が編み出されたのは、総督府当局がこの神名中に「朝鮮国」
の文字があるのを嫌ったためと思われる。しかし小笠原省三は、あくま
でもこれを朝鮮国魂神として、朝鮮の土着性へのまなざしを信仰面から
確保しようとし、その神社奉斎を総督府に働きかけた。
実際には、国魂大神は土着性を剥奪され、「中央」の朝鮮神宮に対して
「地方」を表すだけの記号と化した。昭和十一年以降、国魂大神奉斎は朝
鮮の国幣小社昇格条件にもなったが、これは内務省・総督府が、国魂大
神に「国土経営ノ神功」ある地方神、という性格を持たせた結果であっ
た。総督府は更に、国幣小社の主祭神を天照大神・国魂大神に統一し、
他を配祀神にすることを試みてもいる（以上第三・四章）４１）。
菅は、「国魂大神は土着性を剥奪され、「中央」の朝鮮神宮に対して「地方」
を表すだけの記号と化した」という見解を示している。確かに「国魂大神」
や国幣社の性質として「地方」性を認めることには一理あると思う。だが、
奉斎の論理の説明として受け入れるには実証が不充分である。なぜならこの
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記述からもわかるように、「モダニズム」論一般の問題に還元して説明する方
法が取られていて、総督府の政策意図を検証する作業がともなっていないか
らである４２）。また、小笠原省三に対しても筆者は別の見解をもっているので、
それは後述することにする。
一方、この時期（１９３１～１９３６年）の神社政策を、「神社非宗教」論にもとづ
く「国民儀礼」の「浮上」と捉える山口公一は、神社制度改編を「神社政策
をめぐる諸勢力のさまざまな対抗関係に「折り合い」をつけて、ようやくな
されたものであった」とする。その１つに「総督府内務局と朝鮮神宮神職の
対立が解消され、ともに神社を利用した「国民統合」を目指す方針に志向を
「一致」させた」ことをあげ、国幣社列格における「国魂大神」に関しても次
のように説明する。
そして国幣小社に奉斎された「国魂大神」については、総督府の側が
特定の神の奉斎を意味しないと解釈する一方で、朝鮮においては「檀君」
を想定する地域開拓神に由来する神の奉祀であるとの解釈が共存した。
これも「国魂大神」の意味解釈をめぐって総督府と神社側が「折り合い」
マ マ
をつけたということにになる４３）。
山口は「折り合い」をつけるという状況説明に終始し、それを政策の中で
検証する努力がなされていない。神社政策を研究対象としている以上、総督
府の政策自体の内在的な要因を明らかにして説明する努力が必要だと筆者は
考える。ただ、「国魂大神」の「解釈が共存」したことの指摘（これに対して、
菅は「共存」ではなく一貫して対立軸で捉えているようだが）は重要である
と思われるので、その点に関連して京城神社の祭神に関してなされた興味深
い考察を紹介しよう。
京城神社は「京城神社御由緒記４４）」を１９３２年６月に京城府に提出した。山
口はその祭神欄に書かれた「朝鮮国魂神」の「朝鮮」に取消線が入れられて
いることに注目して、「これはおそらく京城神社が京城府に「御由緒記」等の
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書類を提出した際には、「朝鮮国魂神」と祭神名を記していたものに取消線を
入れたものであろう」と推測している４５）。次はこれについて考察する。
なお、この「京城神社御由緒記」には１９３２年６月２９日付で京城府の受理印
がある。そのため、官国幣社への昇格を模索し始めた総督府内務局が京城神
社に提出を求めたものと判断できる。換言すれば、少し前の５月頃から、内
務局では秘密裏に京城神社と龍頭山神社の官国幣社昇格を模索し始めていた
ことが指摘できるのである４６）。
（３）「東亜民族」論議における「国魂大神」
山口の推測を踏まえながらさらに考察を進めてみる。「朝鮮国魂神」という
表記は祭神欄の他にも２箇所あり、やはり同様に「朝鮮」に取消線が入れら
れている４７）。これら２箇所の１つは、「京城神社祭神増加ニ関スル件」（１９２８
年８月）という調査書を引用した文章中にある。これは、内務省神社局考証
課長の宮地直一が総督府の嘱託として記したものである。実はこの宮地の調
査書の引用箇所自体にも京城神社の祭神を指す部分が２箇所あり、１つは「国
魂神」が用いられたのだが、もう１つが取消線入りの「朝鮮国魂神」となっ
ているわけである４８）。
ここからは次のようなことが考えられる。１９２９年に京城神社に増祀された
「国魂神」を、「国魂神」奉斎運動や京城神社側では「朝鮮国魂神」（＝「始祖
及建国有功者」）として認識していたため、おそらくこの「御由緒記」ではう
っかり誤って３箇所にそのように書いてしまった。それに対して内務局地方
課で取消線を入れたものと推測できる。このことは「国魂神」の解釈やそれ
をめぐる立場が二通りあり、しかもそれらは対立関係にあったことを示して
いる。
いずれにしても１９２９年の京城神社における増祀に際して、総督府当局は「朝
鮮国魂神」ではなく、宮地の説く「雄略天皇ノ御代百済国ヲシテ祭祀セシメ
ラレシ建邦神」（前述の調査書）として、特定の神を明示しないで「国魂神」
の奉斎を許したことは確かである。このような総督府当局の立場を裏付ける
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資料に、１９３４年に発せられた各道知事宛の内務局長通牒４９）がある。そこには、
「神社神祠ノ祭神中国魂神ヲ奉斎セルモノニシテ特ニ「朝鮮」ナル文字ヲ冠シ
朝鮮国魂神ト称スル事ハ差許サレザルニ付貴管下神社神祠関係者ニ右ノ趣示
達相成度」と記されている。「朝鮮国魂神」という「呼称」（標題は「祭神ノ
呼称ニ関スル件」となっているように、「呼称」の位置づけ）を禁じる旨の指
示である。
それゆえ、総督府内務局地方課で神社行政を担当する小山文雄（経歴は後
述）の著書『神社と朝鮮』（１９３４年１０月発行、「参考とする」として宮地の調
査書も掲載している）でも、京城神社の祭神名を「国魂神」と記したのであ
ろう。
それでは対立関係にある二通りの解釈・立場が、どのようにして「共存」
し「折り合い」（山口）をつけていくのであろうか。ここではまず、朝鮮神宮
祭神論争で檀君奉斎論・「国魂神」奉斎論を唱えた小笠原省三に注目し、彼が
１９３３年１２月に設立した東亜民族文化協会５０）での考え方を検討してみる。次に、
神社行政を担当する小山が１９３４年１０月に発行した前掲『神社と朝鮮』を分析
する。そして、両者を比較対照することで答えを出していきたい。
満州事変後のこの時期は、「帝国」内における国民統合のためにその同質性
が求められていたものと考えられる。東亜民族文化協会（以下、協会と略す）
の設立は、神社関係者によるその試みの１つではないだろうか。協会の「創
立趣旨」には、「満洲国」建国後の世界情勢が、「政治に経済に文化に、濃度
の強烈なる国家及民族の結合に依りて、自らの保全と幸慶とを獲得せんとす
る傾向いよいよ熾烈となり、今や東亜民族は其の犠牲壇上の小羊の感がある
のである」と述べられている。
また、創立の本来の目的は、小笠原の言によると「朝鮮、満洲、支那の地
を視察し」て「惟神の大道を宣布し且つ実行させる」ことを企図したことに
ある。それから、「我等東亜民族はその習性及文化の根源を同じうし、相和し
相通じて、普く人類の福祉増進に努め来りし光栄ある歴史を顧み」とあるよ
うに、「東亜民族」は同祖論的なものとして想定されている。それゆえ、同祖
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論を根拠にして「惟神の大道」により、「東亜民族」の同質性を創り出す意図
をうかがい知ることができる。
後に１９４３年になってのことではあるが、東亜民族文化協会において「国魂
神」に関する見解もまとめられている。すなわち、「大東亜の神社には「国魂
神」を奉斎し、それを通じて民族の親善提携をなすべき事、又、「帝国ノ神祇」
といふ内務省一流の神社神に対する新しき解釈を下すこと」である。前者の
「国魂神」の奉斎を通じて「民族の親善提携をなすべき事」には、まさに前述
した「東亜民族」の同質性を創り出す意図が明確に示されている。なお、こ
の決定は、「大東亜の文化と神社」第１回会合（１９４３年１月１７日）においてな
されたものである５１）。
そうすると、朝鮮で農村振興運動期に〈官製〉村落祭祀利用の気運が醸成
されたことや、「内地」の神道関係者が朝鮮の「洞祭」に関心をもつようにな
ったことの背景として、こうした同祖論的な「東亜民族」論が起こっている
情勢を念頭に置く必要があろう。
ところで協会の組織であるが、理事長は堀江秀雄（国学院大学教授）で、
理事６名の中には松永材や座田司氏（鎌倉宮宮司、１９３０年から１９３２年までは
内務省神社局の考証官）もいる５２）。小笠原は常任理事に就任した。会員には
鳥居龍蔵や白鳥庫吉などの学者や、宮地直一（内務省神社局考証課長）、吉田
茂（貴族院議員）などの他に、現職の宮司や皇典講究所関係者等の名前も見
える。朝鮮神宮祭神論争に関わった「国魂神」奉斎論者としては、今泉定助
（神宮奉斎会会長）と賀茂百樹５３）（靖国神社宮司）も会員に加わっている。
次は小山著の『神社と朝鮮』に移ろう。筆者はこの小山の著書を分析した
ことがあるのでその要点を記そう５４）。
神社が「自ら我国体観念の基調となり、国民精神の根底を成す」（１９７頁）
という「国体神道」観ゆえに、小山は「国体神道の発揚を念じ神社の興隆」
（１９９頁）を切に願っていた。その背景としては、「内・鮮・満・蒙・支那山東
省住民は古来宗教を同じうせるもの」（１９７頁）であるという同祖論的宗教観
に立ちながら、「神社を中心とせる精神的結合の成らむ日を待望する」として、
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同祖論的な「東亜民族」（１９８・１９９頁）を想定しているのである。換言すれば、
その地のいわゆる「宗教」に着目し、同祖論を根拠にしていわば「領土開拓」
をなすことで、「国体神道」が「東亜民族」の同質性を創り出していくという
発想である。
それゆえに、小山の「東亜民族」論は建前の「神社非宗教論」と同時に実
質的には「宗教」性を必要としているので、これらの異なる２つの立場が共
存することが論理的には可能となる。
目下のところ、小山と協会との関係は資料の制約で確認できていない。と
はいえ、少なくとも以上の分析からは、神社神道を通じて同祖論的な「東亜
民族」の同質性を創り出すという意図において共通点があることがわかる。
小山は１９１９年から１９２５年まで宮崎県内務部の属として勤務したことがあり５５）、
そこで神社行政を担当したようである。１９３３年に朝鮮に赴任し、総督府の神
社行政を主管する内務局地方課に属（兼務）として勤務した（逓信局保険監
理課書記、翌年より保険運用課書記）。１９３７年の辞任後は地方課の嘱託に抜擢
される程に神社行政では重要な位置にいた担当者である５６）。
小山の著書出版は当時の総督府警務局長である池田清の「配慮」を得ての
ことだった（同書の「自序」）。内務省で神社局長を務めた経歴をもつ池田は５７）、
同書の「序」も書いている（朝鮮神宮宮司・阿知和安彦の「序」もある）。神
社行政に小山を起用した内務局では、おそらく直接的な調査・発表ができな
いため、間接的に小山の著書として「神社と朝鮮」との歴史的な関係を調査
させ出版させたものと推測される。結果的に、この著書は農村振興運動を契
機として、神社の「宗教」性を前面に押し出した神社利用の論議を急浮上さ
せる役割を担ったといえる。
ここで小山と小笠原の関係を示す資料を紹介しておこう。「国魂神」奉斎論
の立場から小笠原は、国幣小社列格に「国魂大神」奉斎が条件の１つとなっ
たことを「ありがたいことであった」としながら、「これは総督府の小山文雄
君の卓見と努力の結果であった」と小山を高く評価している５８）。これは「国
魂大神」奉斎をめぐって、「国魂神」奉斎論者と総督府神社行政との共存関係
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が成立したことを裏付けている。したがって、朝鮮において「国魂神」奉斎
論が神社行政に包摂されていく可能性を想定することができるのではないか。
おわりに
本稿の課題は、神社制度改編の１つめの主要目的である国幣社列格に備え
ることを対象にして、その政策意図を解明していくことであった。具体的に
は、政策意図解明のための前半部分として国幣小社に奉斎された「国魂大神」
の性質を分析することを課題とした。この課題に対して本稿で得られた成果
をまとめると次のようになる。
１９２５年の朝鮮神宮鎮座の時期には、特別に「朝鮮総督ノ権限」を認めるこ
とに否定的だった内務省当局は、１９３６年の神社制度改編に際して、ことに国
幣社列格に関連しては、総督府の権限や独自性をある程度認める方針に変わ
ったといえる。事実、国幣小社の祭神の決定には総督府の独自性が認められ、
「天照大神」と「国魂大神」とを合祀して二柱を「主神」として奉斎するとい
う方針が取られた（政策決定過程での詳細な検証は続編となる別稿にておこ
なう）。
このように「国魂大神」が国幣小社に奉斎されることは、総督府当局と「国
魂神」奉斎論者との対立関係が解消されることにつながった。そのことを、
小笠原省三と小山文雄のそれぞれの「東亜民族」論において、神社神道を通
じて同祖論的な「東亜民族」の同質性を創り出すという意図での共通点が見
られることで説明した。「国魂神」奉斎論を唱えた小笠原は、東亜民族文化協
会を１９３３年１２月に設立していた。神社行政の担当者である小山は、１９３４年１０
月に著書『神社と朝鮮』を発行し、その地のいわゆる「宗教」に着目し、同
祖論を根拠にしていわば「領土開拓」をなすことで、「国体神道」が「東亜民
族」の同質性を創り出していくという発想を表明していた。
以上を踏まえて最後に、朝鮮において「国魂神」奉斎論が神社行政に包摂
されていく可能性に関して問題提起をした。この可能性を「心田開発」政策
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に沿った神社行政の展開の中で実証するためには、次の課題として、国幣小
社での「国魂大神」奉斎が「天照大神」との合祀とされたことの真意を明ら
かにする必要がある。
また、筆者は皇祖神崇拝を核にした「国家神道」の論理に関して、朝鮮神
宮創建時はまだその論理の形成段階であったということができ、確立といえ
るのは国幣小社列格に象徴される「敬神崇祖」の実施においてではないかと
いう仮説を立てていた（第１節で説明）。この点に関連して、朝鮮神宮がその
鎮座により伊勢神宮を象徴する存在となるため、祭神のもつ意味は「同祖」
と「領土開拓」との組み合わせとは無関係になってくることを指摘した。
したがって、朝鮮神宮創建は「国家神道」の論理の形成段階に位置すると
同時に、前述の組み合わせとは異なる型、つまり植民地総鎮守が伊勢神宮を
象徴するという型の登場としても位置づけられると考える。そして、「国家神
道」の別の型として登場するのが国幣小社列格に見られる「敬神崇祖」の型
であり、筆者はこの段階で「国家神道」の論理が確立したと考えている。だ
が後者の型に関しては、本稿はまだ検証の途中段階と言わざるを得ない。次
の課題としてあげた内容、つまり国幣小社での「国魂大神」奉斎が「天照大
神」との合祀とされたことの真意を明らかにすることは、同時にこの「国家
神道」の論理に関する仮説を検証していく作業にもなるだろう。
註
１）総督府は「心田開発」「心田開発運動」と呼んでいた。本稿では当時の呼称を使用
する場合に限って「心田開発」「心田開発運動」とするが、それ以外では総督府の心
意世界対策として位置づけているために「心田開発」政策の語を用いる。
２）国幣社列格にともない、「国魂大神」が奉斎された。先行研究における「国魂大神」
論としては、菅浩二『日本統治下の海外神社 ―朝鮮神宮・台湾神社と祭神』（弘文
堂、２００４年）と、山口公一『植民地期朝鮮における神社政策と朝鮮社会』（一橋大学
博士学位論文、２００６年３月）があげられる。両者に対する論評は本文の第２節第２
項でおこなっているので、ここでは省略する。
３）拙稿「朝鮮総督府の農村振興運動期における神社政策―「心田開発」政策に関連
して」（『国際文化論集』〔桃山学院大学〕第３７号、２００７年１１月）。
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４）この資料の出典は、梁村奇智城編『国民精神総動員運動と心田開発』（朝鮮研究社、
１９３９年４月）で、「心田開発運動の三大目標」（７５～８９頁）という項目の中に引用され
た文章である。前掲の拙稿ではこの引用元を、１９３６年１月に「心田開発運動」の目
標が発表された当時の総督府内部文書と推定した。その後、岩下伝四郎編『大陸神
社大観』（大陸神道聯盟、１９４１年）の「心田開発運動」（１５６～１７２頁）という項目でも、
同様の文章が掲載されていることに気がついたので、両者を比較しながらこの推定
を今一度検証しておこう。
後者の『大陸神社大観』の掲載部分には、まず「各道関係者」に発せられたとい
う政務総監通牒「心田開発施設に関する件」（１９３６年１月３０日付）が引用されている。
そのすぐ後に「心田開発運動の要旨」という題の文書が掲載されていて、その構成
は三大目標を説明した「目標」と、施設細目を列挙した「心田開発施設要項」から
なる。この「目標」と、前者の『国民精神総動員運動と心田開発』の「心田開発運
動の三大目標」とを照合すると、両者は文章が一致している。
また、『国民精神総動員運動と心田開発』では「朝鮮総督府で作製頒布した、『心
田開発運動の要旨』には次の如くである」として、同資料の冒頭部分を抜粋してい
る（３５～３６頁）。したがって、『大陸神社大観』への掲載のされ方も考え合わせると、
政務総監通牒「心田開発施設に関する件」と同時期に、総督府当局により『心田開
発運動の要旨』が作成・頒布されたと断定できる。
以上から、本文で引用した資料の出典を当時の総督府内部文書と推定したことに
間違いなかったことが確認できる。さらには、『心田開発運動の要旨』は政務総監通
牒に添付された文書である可能性も指摘できよう。
５）前掲『心田開発運動の要旨』。
６）官幣社と国幣社の総称で官社とも称される。両者とも経費の一部が国庫から供進
された。加えて、皇室から神饌幣帛料が供進されるのは、官幣社では祈年祭・新嘗
祭・例祭、国幣社では祈年祭・新嘗祭であり、国幣社の例祭は国庫から支出された。
官幣社と国幣社にはそれぞれ大社・中社・小社があり、さらに別格官幣社もある。
朝鮮では敗戦時において、官幣大社が朝鮮神宮と扶余神宮（未鎮座）、国幣小社が京
城神社、龍頭山神社、大邱神社、平壌神社、光州神社、江原神社、全州神社、咸興
神社の八社であった。
７）憲法が事実上ほとんど効力を有していなかった植民地には、「内地」の法律は原則
として施行されなかった。だが、植民地に法律の効力を及ぼすために、当該法令の
全部または一部を勅令により施行できた。また、台湾や朝鮮の場合、それぞれ律令
や制令により法律をそのまま適用することができた（「台湾民事令」や「朝鮮民事令」
など）。
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もう少し説明を加えると、勅令といっても原則としては植民地に施行されるもの
ではなかった。だが、官制・官吏令・軍制令・栄典令・恩赦令のように天皇の大権
事項に関わる勅令は、「内地」と植民地の区別なく効力を有し、当該勅令にその旨が
明示されて施行されたわけである。官社全体に共通する職制・神職任用関連の法令
などはこの種の勅令に該当し、当該地域への適用に関わる文言が盛り込まれ、植民
地の官社にも施行されている。その他官社の個別的な事項や諸社に該当する神社に
関しては、別途に当該地域の法体系における法令（たとえば台湾神社は台湾総督府
令など、朝鮮神宮は朝鮮総督府令など、樺太神社は時期により閣令・拓務省令・内
務省令など）が制定された。
８）これらの条件を含め、朝鮮における国幣社列格の銓衡内規に関しては、菅前掲書
の第４章（１８０頁）を参照。
９）朝鮮総督府令第６７号「国幣社祭式」や同第６８号「国幣社神職斎戒ニ関スル件」か
らは、朝鮮総督の権限が強化されたような印象を受けるが、官国幣社の祭式・斎戒
の規程を制定することは以前から朝鮮総督と台湾総督に認められていた権限である。
「官国幣社以下神社祭祀令」（勅令第１０号、１９１４年）の第７条によると、「祭式及斎戒
ニ関スル規程」は「台湾ニ於テハ台湾総督」が定めることになっており、翌年の改
正法令（勅令第１９９号）には「朝鮮ニ於テハ朝鮮総督」という文言も加えられた。そ
のため、朝鮮神宮においても「官幣大社朝鮮神宮祭式」（総督府令第１１０号、１９２５年）
と「官幣大社朝鮮神宮神職斎戒ニ関スル件」（総督府令第１号、１９２６年）が制定され
ていた。
１０）「朝鮮神社制度の改正に就て」という標題で『朝鮮総督府官報』（「号外附録」、１９３６
年８月１日）に掲載された。
１１）拙稿「植民地期朝鮮における国幣小社とその祭神―「天照大神」と「国魂大神」
の合祀」（『国際文化論集』〔桃山学院大学〕第３８号、２００８年８月発行予定）
１２）中島三千男「「海外神社」研究序説」（『歴史評論』６０２号、２０００年６月）は、１９２５年
における「朝鮮神宮祭神論争」に付した註３４の中で、祭神論争に関する従来の研究
動向を整理している。それによると、従来の祭神論争の評価は「政府設置神社の祭
神が「開拓三神」から「皇祖神＝天照大神」に替わったことは、国家神道の論理の
確立＝神社信仰からの変化・逸脱と見る見方」であり、中島もこの「評価を取る」
とする。このような評価に反対する立場として菅浩二の研究があるのだが、中島は
菅の主張を批判しながら、祭神論争の評価のポイントは「政府による「皇祖神＝天
照大神」奉斎にある」とし、「国魂大神」奉斎に関しても「それは「皇祖神＝天照大
神」を前提にした奉斎（合祀）なのである」と指摘する。その後に発行された菅前
掲書（２００４年）は、第１・２章で祭神論争に至る経緯を検証することで反論とした
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ものと思われる。筆者はこの中島の指摘を踏襲し、かつ菅の反論に対してさらに異
論を唱える立場に立っている。
１３）菅前掲書の終章「三 朝鮮に特徴的な祭神群」にもとづいて要点を記した。この
見解からもわかるように、菅は「モダニズム」論に還元して祭神を説明している。
１４）高木博志「官幣大社札幌神社と「領土開拓」の神学」（岡田精司編『祭祀と国家の
歴史学』塙書房、２００１年）は、札幌神社以来の「領土開拓」の神学の行方を追う視
点から、朝鮮神宮の祭神論争を次のように理解している。すなわち、「官幣大社朝鮮
神宮の祭神論争の決着で天照大神がまつられることにより、札幌神社以来の官幣大
社に、開拓した国土を天孫に譲る神話をうけた、「領土開拓ノ神」である大国魂神を
祀る神学（台湾神社、樺太神社）が終焉する」とする。大筋では筆者も同様の立場
であるが、「領土開拓ノ神」を祀る神学は「終焉」したのではなく、朝鮮神宮での
「明治天皇」の合祀や国幣小社（１９３６年以降に列格が始まる）への「国魂大神」合祀
として、変容しながらも継続しているという仮説を立てている。本文ではそれを検
証していく。
１５）菅浩二は同祖論的解釈を「明治天皇」にも適用して、「近代的「帝国」の祖」（３５５
頁）としたように「同祖」の枠組みから解釈している。分析を見る限りこの適用を
可とするには説得力が弱い。「明治天皇」の奉斎は、「素戔嗚尊」＝檀君説にもとづ
く「素戔嗚尊」奉斎論を封じ込める意味をもつ可能性もある。その点で、菅が重要
視していない指摘、つまり「朝鮮総督府下」において「素戔嗚尊」ではなく「明治
天皇」が「正統「開拓神」」（３５６頁）であるという指摘の方がより重要だと考える。
「素戔嗚尊」、そしてそれを否定する「明治天皇」の性格において、「領土開拓」とい
う台湾神社等からの継続性を認めてもいいのではないか。
１６）拓殖局長が内閣総理大臣宛に照会のために発した文書「朝鮮神社創立ニ関スル件」
（拓第６５５６号、１９１９年３月１９日付）。「朝鮮神社ヲ創立シ社格ヲ官幣大社ニ列セラル」
（アジア歴史資料センター、『公文類聚』第４３編・大正８年・第２８巻・警察・行政警
察、衛生・人類衛生、社寺・神社（教規）・雑載、国立公文書館所蔵）に所収。
１７）朝鮮総督宛の内務大臣の通知書「朝鮮神社御祭神ニ関スル件」（内務省秘第８５２号、
１９１８年７月４日付）に添付された神社調査委員会の答申書「朝鮮神社ノ祭神ニ関ス
ル件」による。同前「朝鮮神社ヲ創立シ社格ヲ官幣大社ニ列セラル」に所収。なお、
同委員会の会合は１９１８年７月２日に開かれた。
１８）内閣総理大臣宛の朝鮮総督による上奏稟請書「朝鮮神社創立ニ関スル件」（内秘第
４３４号、１９１８年１２月１６日付）。同前「朝鮮神社ヲ創立シ社格ヲ官幣大社ニ列セラル」に
所収。
１９）内閣総理大臣宛の内閣書記官長による審査報告書（閣甲１２、１９１９年７月１４日付）。
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同前「朝鮮神社ヲ創立シ社格ヲ官幣大社ニ列セラル」に所収。
２０）「関東神宮ニ設置スル職員ニ関スル件」（アジア歴史資料センター、『公文類聚』第
６８編・昭和１９年・第２９巻・官職２９・官制２９（関東局１）、国立公文書館所蔵）は、関
東局が関東神宮の鎮座祭に先だち職員設置を必要としたため、標題の件について大
東亜大臣が閣議を稟請した文書等から成る（１９４４年４月１２日付）。同稟請書に添付の
法制局主任参事官による「関東神宮職員増置閣議決定附記」には、関東局が関東神
宮に、関東州のみならず「満洲国」に在留する「邦人の総鎮守たる地位」を「与へ
たい」意図をもっていたことを示す記述がある。そのため、関東局では同時期の朝
鮮神宮より少し優遇される職員数（１９３５年の勅令第２９２号により「朝鮮神宮職員令」
が改正され、朝鮮神宮の職員には権宮司１名が置かれて、主典も２名増員で７名と
なっていた）を要請した。しかし、法制局の審査により鎮座当初の朝鮮神宮の職員
数に合わせて修正され、４月１８日付で「指令」が出されている（強い要請に配慮し
て主典が朝鮮神宮より１名多くなり、宮司１人、禰宜１人、主典６人）。また、この
職員数はその後制定される「関東神宮職員令」にも反映された。以上から、本国政
府は関東神宮を朝鮮神宮と同等に見なしていたことがわかる。
２１）「朝鮮神宮職員令ヲ定ム」（アジア歴史資料センター、『公文類聚』第４９編・大正１４
年・第３３巻・地理・土地～雑載、警察・保安警察、社寺・神社・寺院、国立公文書
館所蔵）に所収。
２２）この時点での「官国幣社職制」第１１条は次のとおりである。ただし参考のために、
１９３６年の神社制度改編における「官国幣社職制」の改正法令（勅令第２５０号）により
追加された文言を［ ］内に記しておいた。
第十一条 本令中内務大臣ノ職権ハ［朝鮮ニ於テハ朝鮮総督、］台湾ニ於テハ台湾
総督、樺太ニ於テハ内閣総理大臣之ヲ行ヒ地方長官ノ職権ハ［朝鮮ニ於テハ第
二条ノ場合ヲ除クノ外朝鮮総督、］台湾ニ於テハ台湾総督、樺太ニ於テハ樺太庁
長官之ヲ行フ
２３）この時点での「官国幣社及神宮神部署神職任用令」第１３条は次のとおりである。
ここでも参考のために、１９３６年の神社制度改編における「官国幣社及神宮神部署神
職任用令」の改正法令（勅令第２５１号）により追加された文言は［ ］内に記してお
く。この改正では、本文で指摘した「朝鮮総督ノ権限」をある程度認めたため、朝
鮮だけ突出してしまったことがわかるだろう。
第十三条 本令中主務大臣ニ属スル職権ハ別格官幣社靖国神社ノ神職ニ関シテハ
陸軍大臣及海軍大臣、其ノ他ニ関シテハ内務大臣之ヲ行フ
［朝鮮ニ於テハ本令中主務大臣ニ属スル職権ハ朝鮮総督之ヲ行ヒ第三条中主務省
トアルハ朝鮮総督府、第九条中文部大臣トアルハ文部大臣又ハ朝鮮総督トシ朝
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鮮総督ノ選任スル神職高等試験委員ハ銓衡ニ限リ之ヲ行フ］
２４）前掲の「朝鮮神宮職員令ヲ定ム」に添付。
２５）高松四郎の遺文集である高松忠清編『松廼舎遺稿』（非売品、１９６０年）収録の「朝
鮮神宮懐旧録」による。内務省より宮司に推された高松は１９２５年３月２０日、東京に
て朝鮮総督府の下岡忠治政務総監に就任の承諾をしたが、その際に３つの条件を提
示していた。勅任官待遇以外の２つの条件は朝鮮神社の社号を朝鮮神宮に改めるこ
と、および権宮司を置くことである。これらの内の２つは実現したが、権宮司を置
く法改正は「心田開発」が提唱された１９３５年になってようやくなされている（勅令
第２９２号「朝鮮神宮職員令中改正ノ件」）。
２６）「朝鮮神宮職員令」制定の経緯に関する記述は、拙稿「植民地期朝鮮における神社
の職制・神職任用関連の法令 ―１９３６年の神社制度改編を中心に」（『人間科学』〔桃山
学院大学〕第３０号、２００６年１月）での分析に加筆して整理した。
２７）「朝鮮神宮職員令中ヲ改正ス・（権宮司及主典増置）」（アジア歴史資料センター、
『公文類聚』第５９編・昭和１０年・第１２巻・官職１０・官制１０（朝鮮総督府４）、国立公文
書館所蔵）に所収。
２８）前掲の拙稿「植民地期朝鮮における神社の職制・神職任用関連の法令」での考察
に加筆した。
２９）「朝鮮神宮職員令」の第１０条は、判任官待遇神職である禰宜・主典の任用に関する
規定であるが、１９３６年の「朝鮮神宮職員令」の改正法令（勅令第２５２号）により全文
が削除された。これは「官国幣社及神宮神部署神職任用令」第１３条の改正により、
付随して第１０条での規定が必要でなくなったための措置である（同様の措置として
第９条で権宮司も削除）。削除された第１０条を参考までに引用する。
第十条 禰宜及主典ハ官国幣社及神宮神部署神職任用令ニ依ル尋常試験ノ合格者
其他同令ニ依リ判任待遇ノ神職ニ任用セラルル資格ヲ有スル者ノ中ヨリ之ヲ任
用ス
禰宜及主典ハ前項ノ規定ニ依ルノ外官国幣社及神宮神部署神職任用令第九条、
第十一条第二項第三項及第十二条ノ例ニ依リ朝鮮総督ノ選任スル尋常試験委員
ノ銓衡ヲ経テ之ヲ任用スルコトヲ得但シ同令第九条中文部大臣トアルハ朝鮮総
督トス
３０）註２２を参照。
３１）国幣小社列格に伴い制定された総督府令や総督府訓令でも、官幣大社の朝鮮神宮
に対する朝鮮総督の職権に対応する形で、国幣小社に対する道知事の職権が認めら
れているものがある。たとえば、「国幣社会計規則」（総督府令第７３号、８月１日）
や「国幣社ニ於テ恒例トシテ行フ式及其ノ式次第並ニ遙拝詞、祓物及大祓詞ノ格例」
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（総督府訓令第１５号、８月１日）、「国幣社処務規程」（総督府訓令第１６号、８月１日）
は、朝鮮神宮における当該法令のすべて（前二者）あるいは一部（後者）を依用す
ることを定めた法令である。そして、朝鮮総督を道知事と読み替える旨の規定も記
されている。
３２）註２３を参照。
３３）『（大韓帝国）職員録』（１９０８年）『朝鮮総督府及所属官署職員録』（１９１０～４３年）な
どがデータベース化された「職員録資料」（韓国国史編纂委員会ＨＰの「韓国史デー
タベース」）による。なお、神職高等試験委員に関する規定は特に定められていない。
社司社掌試験委員の任命に関しては、「神職任用奉務及服装規則」（朝鮮総督府令第
５０号、１９１６年）の第４条に規定があり、「委員長及委員ハ朝鮮総督府ノ高等官中ニ就
キ之ヲ命ス」「委員ハ官吏以外ノ者ニ嘱託スルコトアルヘシ」となっている。
３４）「帝国」日本の視座による総力戦体制の分析は、往々にして植民地との相対的な関
係よりも内外支配の一元化を強調する傾向を生みやすい。たとえば青井哲人『植民
地神社と帝国日本』（吉川弘文館、２００５年）では、内務省系の技術者ネットワークが
支えた「内外地を貫く一元的な設計体制」（２２４頁）の問題が提起された。だが、こ
の時期は「内外地行政一元化」問題（１９４２年に浮上）以前であり、法制においても
「一元化」をめぐり本国政府と朝鮮総督府との間には葛藤が持続していた。
本文で指摘した内務省当局の方針の変化は、内外地における設計体制の展開過程
を具体的に検証していくことの必要性を改めて示すものであろう。この場合、朝鮮
では朝鮮神宮や国幣小社（列格）のような官国幣社の造営と、増設される他の神社・
神祠の造営とは分けて考えなければならないことも付言しておく。周知のように神
社制度改編以降に神祠が急増されていくが、これらの建て方については村落祭祀利
用をめぐる総督府当局の方針とも無関係ではないからである。この点に関しては別
稿にて考察すべく準備している。
３５）前掲の拙稿「朝鮮総督府の農村振興運動期における神社政策」を参照されたい。
３６）「国魂」（くにたま）は、「国土そのものを霊格化したもの。古来、それぞれの国を
治めるのは人のなせる業であるとともに、その土地・地域に鎮座する目にみえぬ神
霊の力が働いて成就されると考えられていた」という。國學院大學日本文化研究所
編『〔縮刷版〕神道事典』（弘文堂、１９９９年）による。
菅前掲書は「国魂」への信仰が、「或る一定の土地に根差した生活共同体＝「くに」
の土着性の尊重と関係する」（１３９頁）として、「国魂」信仰と「土着性」とのつなが
りを指摘している。「国魂大神」という名称に関しては、本文で考察していく。
３７）官国幣社に昇格してから主神と配祀神の区別がなされるので、「列格前の祭神」は
本殿に座が設けられていた祭神を挙げ、列格後は主神となった神を挙げた（列格後
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はすべて一座）。
ここで「天照大神」の名称について説明しておこう。神明神祠の祭神名としては、
「天照皇大神」と「天照大神」が許可されていたが、最初の国幣小社列格（１９３６年８
月）で朝鮮神宮同様に「天照大神」の名称が用いられたため、それ以後は官国幣社
以外の神社や神祠でも「天照大神」に統制することが図られた。各道知事宛の内務
局長通牒「神明神祠祭神ニ関スル件」（１９３６年１２月）による。同資料は朝鮮神職会編
『朝鮮神社法令輯覧』（帝国地方行政学会朝鮮本部、１９３７年）に収録。「国魂大神」も
同様に最初の国幣小社列格以降に名称が統制された（本文で後述）。
３８）各道知事宛の内務局長通牒「神社ニ関スル法令ノ施行ニ関スル件」（内秘第８９号、
１９３６年８月）。前掲『朝鮮神社法令輯覧』に収録。祭神の他にも国幣小社を一道に一
社列格する方針をはじめとして、国幣社列格関係の法令施行に関わる指示や、神饌
幣帛料供進指定神社に関する指示が記されている。また「神社規則ノ改正ニ付テ」
「神祠ニ関スル件ノ改正ニ付テ」という項目もある。
３９）菅前掲書、第４章を参照。
４０）ここで採用している祭神名は菅の記述ではなく、小山文雄『神社と朝鮮』（朝鮮仏
教社、１９３４年）における京城神社の説明にもとづく（１２５頁）。著者の小山は当時にお
いて総督府内務局地方課属を兼任し、神社行政を担当していた。
４１）菅前掲書、終章（３４９～３５０頁）。
４２）菅による「中央」「地方」という概念貼付の論議は、「京城神社・龍頭山神社では
天照大神と国魂大神が一柱ずつ別座に奉斎されている」（１８８頁）という初歩的な事
実誤認が正されることで説得力を失ってくるだろう。この誤認に立脚して、列格を
目指していた全州神社（１９４４年５月列格）が１９４２年に「天照大神」「明治天皇」「国魂
大神」の三柱を併せて一座としたことに対して、「戦時体制下にあっては行政側が
「国魂大神」に、皇祖神及び天皇と同座に祀ることが可能なまでの国家的性格を認め
ていたことが理解される」（１８８頁）と解釈している。実際は１９３６年８月の最初の列格
以降、主神を一座に奉斎することが貫かれているので、菅の言を借りるならば、行
政側は最初の列格から「国魂大神」に「国家的性格を認めていた」ことになる。
４３）山口前掲論文、第３章（１３０頁）。
４４）地方課『昭和十六年度 国幣社関係綴』（韓国の国家記録院所蔵）に第１３号として
所収。なお、朝鮮総督府では内務局地方課が１９２０年代から長年にわたり神社行政の
管轄部署であったが、１９４１年１１月に内務局が司政局になるのに伴い神社行政は司政
局地方課の主管となった（「朝鮮総督府事務分掌規程」の改正による。朝鮮総督府訓
令第１０３号、１９４１年１１月１９日）。
４５）山口前掲論文、第３章の註４６（１３９頁）。ただし、山口は「国魂神」と「国魂大神」
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の違いを意識していない。青井前掲書もこの「朝鮮」の２文字の削除について指摘
している（１９４頁）。だが、「国魂大神が中央（内地）・地方（朝鮮）という関係の微
妙な政治的操作のうえに創出された神格であったことを物語る」と説明し、菅の説
をそのまま踏襲している。
４６）この「京城神社御由緒記」（前掲『昭和十六年度 国幣社関係綴』の第１３号）には
１９３２年６月２９日付で京城府の受理印があり、またその本文の記述の中で最も新しい
日付は「昭和七年四月四日」である。この時期にこの書類が提出された理由は後述
するとして（京城府経由で内務局地方課への提出となる）、この書類のすぐ後に「龍
頭山神社御由緒 其他」（第１４号）、そして平壌神社および大邱神社の明細帳（第１５
号と第１６号）もまとめて綴じられている。４つの書類とも列格前の内容であるため、
これらの書類はそれぞれ列格後に各年度の『国幣社関係綴』に綴じられていったと
見てよい。
また、京城神社と龍頭山神社は、１９３６年８月に神社明細帳の提出義務が生じる（「神
社規則」総督府令第７６号）直前に列格している。それゆえ、「京城神社御由緒記」と
「龍頭山神社御由緒 其他」は、他の神社の明細帳と同様の位置づけとなる。すなわ
ち官国幣社昇格に関係する書類であり、列格後に当該神社の資料として『国幣社関
係綴』に保管されたことがわかる。
官国幣社昇格に関係する書類であることは、龍頭山神社社掌宛の釜山府尹による
回報依頼書（「龍頭山神社の御由緒其他取調に関する件」釜内第２７３７号、１９３２年５月
２８日付）により裏付けることができる。同資料は、山川鵜市編『龍頭山神社史料』
（龍頭山神社社務所、１９３６年１０月）に所収。
そこには、「首題の件に関し其の筋より照会ありたるに付左記至急回報相成度」と
書かれている。「其の筋」とは総督府内務局を指していよう。「左記」の内容は、「一
龍頭山神社か御由緒、沿革、社地の整理、社殿其他工作物の設備、崇敬者の戸数等
マ マ
の関係に於て鮮内に於ける他の神社に優越すと認めらるゝ点詳細」と、「二 鎮座地
附近の概況、神社の全景、建物配置状況を知るに足るへき写真又は絵図面」であっ
た（「各三通提出あり度」とある）。
龍頭山神社では早速、「（イ）龍頭山神社御由緒及沿革」「（ロ）社地の整理」「（ハ）
マ マ
社殿其他工作物の設備」「（ニ）崇敬者の戸数等の関係に於て鮮内に於ける他の神社
に優越せる点」「（ホ）鎮座地附近の概況」にまとめて、釜山府に送付している。釜
山府尹宛の龍頭山神社社掌の送付通知書（１９３２年６月８日付）による。同資料も前
掲『龍頭山神社史料』に所収。
以上から、龍頭山神社が送付した「（イ）龍頭山神社御由緒及沿革」等は前述の
「龍頭山神社御由緒 其他」と一致し（やはり（イ）から（ホ）までの項目で構成さ
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れている）、「京城神社御由緒記」も同様の経緯で提出が求められたことがわかる。
そのため京城府の受理印があり、しかもそれが龍頭山神社の提出と同時期の６月２９
日付であったのだ。そして、これらの書類を「其の筋より照会」として京城府ある
いは釜山府経由で提出させた事実により、総督府内務局では秘密裏に京城神社と龍
頭山神社の官国幣社昇格を模索し始めていたことも知ることができる。
４７）なお、祭神欄の「朝鮮国魂神」には「朝鮮」に取消線が入れられただけではなく、
「神」の前に小さく「大」の文字が書き込まれて、「国魂大神」と訂正されている。
この書き込みは１９３６年の列格に関係していると推測される。「国魂大神」という名称
が用いられるのは列格の時期においてであるからだ。これについては続編となる別
稿で分析する。
４８）宮地直一「京城神社祭神増加ニ関スル件」を引用した書物は、他に前掲『神社と
朝鮮』（１０３～１０４頁）と前掲『大陸神社大観』（９２～９３頁）があるが、いずれも「国魂
神」という表記のみになっている。それゆえ、原文は「国魂神」であったといえよ
う。
４９）各道知事宛の内務局長通牒「祭神ノ呼称ニ関スル件」（１９３４年１０月）。前掲『朝鮮神
社法令輯覧』に収録。この資料からは、京城神社以外でも祭神を「朝鮮国魂神」と
解釈していた、あるいは解釈しようとする神社や神祠の存在を推測することができ
る。
５０）管見の限り、東亜民族文化協会に関する研究はないようである。関連する資料と
しても、小笠原省三編著『海外神社史・上巻』（海外神社史編纂会、１９５３年）の「東
亜民族文化協会」の項目で、「設立趣旨」や「綱領」が掲載され、「事業の概要」や
論集の刊行、時局懇談会・座談会等の活動が紹介されている程度ではないだろうか
（１４２～１５２頁）。以下、本文での東亜民族文化協会に関係する引用・要約は同資料によ
る。
５１）前掲「東亜民族文化協会」の項目中の記述（前掲『海外神社史・上巻』１５１～１５２頁）
による。この会合には行政側からも、内務省教務官（前田勝也）や内務省祭務官（小
林巌雄）、東京府祭務官（三井孝助）が出席している。
５２）松永材（１８９１～１９６８年）は高知県出身。早大高等師範部を卒業後、１９１９年に東大文
学部を卒業した。翌年に早大教授に就任し、１９２６年からは国学院大教授も兼任する。
早くからカント研究と学内外での日本主義運動従事で知られ、青年学生などへ大き
な影響を与えた。１９４０年には大政翼賛会臨時中央協力会議議員に選任されている。
朝日新聞社編『現代日本朝日人物事典』（朝日新聞社、１９９０年）による。
東亜民族文化協会の座談会（１９４１年８月４日）で、松永は「敬神崇祖の一体化を
計るべし」という主張の具体策として、「寺院を変えて祖霊社を設置」することを提
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案した（その数日前、大政翼賛会臨時中央協力会議の席上でも「公葬問題」で同様
の発言をし、「神仏抗争」等の名で評されるほどに波紋を呼んだようである）。また、
座田司氏はこれに関連して、「霊の安住所として祖霊社の設置を神祇院に要望すべき
件」を、小笠原省三は「戦場に於ける祭祀は当然国家の官吏たる神職の手を以て執
行すべき件」を発表している。「下中、松永両氏を囲み公葬問題の解決に邁進」（前
掲『海外神社史・上巻』１５０～１５１頁）による。
なお、松永は『敬神崇祖一体論』（平凡社、１９４１年）も出版した。同書は、「崇祖」
は本来神道固有のものだとする立場から、「敬神崇祖の分離」が「国体観念を攪乱若
しくは薄弱化せしめる」（１０９頁）ために、「敬神」と「崇祖」の「一体化」を主張し
ている。
５３）前掲の拙稿「朝鮮総督府の農村振興運動期における神社政策」では、賀茂百樹の
視察記「満鮮の神社について所感を述ぶ」（『皇国時報』１９３１年７月１日）を検討し
た。賀茂はその視察記で、漠然とではあるが朝鮮在来の「氏の廟」＝氏族の祖廟と、
「洞祭」＝村落祭祀を神社に「結びつけ」る提案をしていて、ことに村落祭祀利用に
着眼した点に注目される。
５４）詳細は拙稿「朝鮮総督府の農村振興運動期における神社政策」を参照されたい。
５５）内閣印刷局編『職員録』による。その後異動があり、１９２６年と１９２７年は学務部の属
であった。内務部に勤務していた時、小山文雄は宮崎県内に伝わる「伝説」をまと
めて『亡びゆく日向の伝説』（教育良書刊行会、１９２２年）を発行し、さらに増補再版
（日高印刷所、１９２４年）を出している。
５６）小山文雄の朝鮮での経歴は前掲のデータベース「職員録資料」による。
５７）池田清は書記官として１９２４年に内務省神社局第一課長を、１９２５年から１９２７年まで同
局総務課長を、１９２９年から朝鮮に赴任する１９３１年６月まで神社局長を務めた。内閣印
刷局編『職員録』と『朝鮮総督府官報』による。
５８）小笠原前掲書の「国魂神を奉斎せる海外の神社」、２９頁。
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